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序     文 

 
 
ベトナム国ミバエ類殺虫技術向上計画は、2005 年 1 月 14 日に署名・交換された討議議事録（R/D）

に基づいて、2005 年 3 月 1 日から 3 カ年の計画で実施してきました。 

このたび、プロジェクトの協力期間の終了を 2008 年 2 月末に控え、当機構は 2007 年 12 月 10

日から同年 12 月 22 日までの間、ベトナム事務所所長を団長とする終了時評価調査団を現地に派

遣し、ベトナム国側評価チームと合同で、これまでの活動実績等について総合的評価を行いまし

た。これらの評価結果は、日本国・ベトナム国双方の評価チームによる討議を経て合同評価報告

書としてまとめられ、署名・交換の上、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書が、今後広く活用され、日本・ベトナム両国の国際協力の推進に寄与することを願う

ものです。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力を頂いたベトナム国関係機関並びに我が国関係各位に

対し、厚く御礼を申し上げるとともに、当機構の業務に対し今後とも一層のご支援をお願いする

次第です。 

 
 
平成 20 年 3 月 
 
 

独立行政法人国際協力機構 
ベトナム事務所 
所 長 中 川 寛 章 

 



 

目     次 

 

序文 

目次 

写真 

地図 

略語表 

評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査団の派遣 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的…………………………………………………………………… 1 

１－２ 対象プロジェクトの概要…………………………………………………………………… 1 

１－３ 調査団の構成………………………………………………………………………………… 2 

１－４ 調査日程……………………………………………………………………………………… 2 

１－５ 主要面談者…………………………………………………………………………………… 3 

 

第２章 評価の方法 

２－１ 評価手順……………………………………………………………………………………… 4 

２－２ 評価５項目…………………………………………………………………………………… 5 

 

第３章 調査結果 

３－１ 結論…………………………………………………………………………………………… 6 

３－２ プロジェクトの実績（投入、成果、目標達成度等）…………………………………… 6 

３－３ プロジェクトの実施プロセス………………………………………………………………10 

 

第４章 評価５項目の評価結果 

 ４－１ 妥当性…………………………………………………………………………………………11 

 ４－２ 有効性…………………………………………………………………………………………11 

 ４－３ 効率性…………………………………………………………………………………………13 

 ４－４ インパクト……………………………………………………………………………………14 

 ４－５ 自立発展性……………………………………………………………………………………15 

 ４－６ 効果発現に貢献した要因……………………………………………………………………16 

 ４－７ 問題点及び問題を惹起した要因……………………………………………………………16 

 

第５章 提言・教訓 

５－１ 提言……………………………………………………………………………………………17 

５－２ 教訓……………………………………………………………………………………………17 

 

 



 

 
付属資料  
1. 評価調査結果要約表（英文）……………………………………………………………21 
2. ミニッツ（含む合同評価レポート）……………………………………………………27 
3. PDM（和・英）……………………………………………………………………………71 
4. 民間企業等とのヒアリング記録 ………………………………………………………75 
 
 



写     真 

写真 1：プロジェクト活動の模様 写真 2：プロジェクトの活動・時間管理ボード 

写真 3：ミバエの採卵 写真 4：プロジェクト供与機材（蒸熱処理機） 

写真 5：合同調整委員会の模様 写真 6：ミニッツの署名・交換 



 

地     図 

Plant Protection Department 
（植物防疫局） 

Dragon Fruit Growing Areas 
 

（ドラゴンフルーツ生産地） 

Post-Entry Quarantine Centre II 

（第二隔離検疫センター） 



 

略 語 表 

 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

DARD Department of Agriculture and Rural Development （農業農村開発省）農業農村開発部 

FAO Food and Agriculture Organization of the United 
Nations 国連食糧農業機関 

GAP Good Agricultural Practice 適正農業規範 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MARD Ministry of Agriculture and Rural Development 農業農村開発省 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PEQC Post Entry Quarantine Center No. II （農業農村開発省植物防疫局） 
第二隔離検疫センター 

PMU Project Management Unit プロジェクト・マネジメント・ユニット

PO Plan of Operation （プロジェクト）実施計画 

PPD Plant Protection Department （農業農村開発省）植物防疫局 

PQSD Regional Plant Quarantine Sub-Department No. II （農業農村開発省植物防疫局） 
植物検疫第ニ支局 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SPS Sanitary and Phytosanitary Measures Agreement 
SPS 協定：食品安全と動植物の健康の基
準に関する独立した協定（衛生と植物防
疫のための措置に関する協定） 

WTO World Trade Organization 世界貿易機関 

 

 

 



i 

評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ベトナム 案件名：ミバエ類殺虫技術向上計画 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ベトナム事務所 協力金額（評価時点）：総額 約2.8億円 

協力期間 

2008年03月01日～2008年02月29日 

 

(R/D 締結日: 2005年01月14日) 

先方関係機関：農業農村開発省 植物防疫局 第

二隔離検疫センター（以下、PEQC） 

日本国側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム国）では、WTO加盟をはじめとして国際経済への統合が

進む中、農産物等の国際的な物資の流通が盛んになっている。特に、同国南部を中心に栽培される農産

物は、すでに主要輸出産品であるコメに加え、ドラゴンフルーツ等の熱帯果実が主要な輸出産品となる

可能性を秘めた農産物として関心を集めている。他方、このような熱帯果実の国際貿易への参加を可能

とするためには、病害虫から植物を防護し、かつ病害虫の被害を未然に防ぐ技術や、国際基準に基づく

植物検疫システムの確立が不可欠となるが、同国はその検疫技術が未だ確立されていない状況にある。

このような背景の下、同国農業農村開発省植物防疫局（以下、PPD）は、植物検疫システムを国際的な

レベルと調和させるため、ドラゴンフルーツに対するミバエ類の殺虫に係る植物検疫技術向上に関する

支援を我が国に要請した。  

この要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）は、ベトナム国におけるドラゴンフ

ルーツの国際貿易への参加を可能とするため、国際基準に合致したミバエ類に対する植物検疫処理技術

が定着することを目的とした「ミバエ類殺虫技術向上計画」を、2005年3月から3カ年の計画で実施して

いる。 

現在、1名の長期専門家（業務調整）及び3名の技術面の短期専門家を毎年派遣し、活動を実施している。

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

熱帯性果実類について、ミバエ類に対する植物検疫処理技術が定着する。 

(2) プロジェクト目標 

ドラゴンフルーツの国際貿易への参加を可能にするため、国際基準に合致したミバエ類に対す

る植物防疫処理技術が定着する。 

(3) 成果 

1. 供試ミバエ類の実験室における飼育方法が確立される。 

2. 供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法が確立される。 

3. 試験データ及び分析結果を蓄積するための情報管理システムが、実施機関に構築される。 

(4) 投入（評価時点） 

○日本国側投入 

1) 長期専門家     延べ 1 名 

2) 短期専門家     延べ 5 名 

3) 研修員受入     延べ 4 名 

その他、JICA 集団研修（植物検疫（ミバエ類殺虫）Ⅱ）に 6 名が参加。 

4) 機材供与      総額 105,034 US$ 
5）ローカルコスト負担 総額 2,246,071 円 

 

○ベトナム国側投入 

1) カウンターパート（以下、C/P）配置 合計：24 名 

2) ローカルコスト負担  1,238 百万ベトナム・ドン（約 77,000 US$相当） 

3) 土地・施設の提供 

２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

総括     中川 寛章  JICAベトナム事務所 所長 
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植物検疫技術 三角  隆  農林水産省横浜植物防疫所調査研究部 

消毒技術開発担当次席調査官 

協力計画   辻  研介  JICAベトナム事務所 所員 

評価分析   上野 一美  海外貨物検査（株） コンサルタント部長 

※なお、ベトナム国側も2名の評価調査団員が配置され、合同で評価を実施。 

調査期間 2007年12月10日～2007年12月21日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 投入と活動 

プロジェクト活動に必要な機材調達の遅れ等から初年度の活動に遅れが生じたが、2 年次以降遅

れを取り戻し、最終的に 3 年間の計画通りに投入・活動が行われた。 

 

(2) 成果の達成度 

成果 1：供試ミバエ類の実験室における飼育方法が確立される。 

累代飼育に最適な条件の特定、人工的に制御可能な飼育環境の整備、ミバエの人工飼料の

改良、採卵器の改良による効率的な飼育方法が確立され、対象となる 3 種ミバエ（ミカンコ

ミバエ； Bactrocela dorsalis、ウリミバエ； Bactrocela cucurbitae、セグロモモミバエ； 

Bactrocela correcta）の常時 6 千頭規模の成虫累代飼育が可能となった。以上から成果１は達

成されている。 

成果 2：供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法が確立される。 

以下の手順でドラゴンフルーツの消毒技術開発試験が実施され、消毒手法が確立された。

1) 殺虫試験：最耐性ミバエ種及びステージの決定のための各種試験が実施され、ドラゴンフ

ルーツ生果実に寄生するミバエ 3種の消毒基準は、「蒸熱処理施設において、生果実の中心

温度を一定の上昇率で 43℃まで上げ、その後飽和蒸気を使用して、生果実の中心温度を

46.5℃とし、その温度以上で 40 分以上消毒する」となることがほぼ特定された。プロジェ

クト終了までの大規模殺虫試験により、最終的な決定がなされる。 

2) 障害試験：上記と同じ条件下における蒸熱処理において果実の熱障害症状とその発生要因

確認試験が行われ、今後実施予定の商業ベースによる障害発生回避確認のための大規模障

害試験により、上記消毒条件で障害発生がないことが確認される見込みである。以上から

成果 2 はほぼ達成されたと判断できる。  

成果 3：試験データ及び分析結果を蓄積するための情報管理システムが、実施機関に構築される。

試験データとその分析結果、PEQC のコンピュータに蓄積されている。その収集はプロジェ

クトで作成されたラボラトリーマニュアルに基づき行われており、C/P は試験データを適

切に収集することができており、成果 3は十分達成したといえる。 

 

(3) プロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトでは、ミバエ類の殺虫処理技術開発に関し、国連食糧農業機関（FAO）の「ミバ

エ類寄生植物の熱殺虫処理技術開発のガイドライン」の要求事項と同様の技術開発手順に沿って行

われている。C/P は、この国際基準に基づくドラゴンフルーツのミバエ類殺虫技術を日本人専門家

からの技術移転を通じて、実践しており、国際基準を理解したといえる。 

インタビューや質問票回答により全ての C/P の技術習得度は高いことが判断されることに加え、

日本人短期専門家不在時に、C/P 自身でミバエ類の継続飼育や殺虫・障害試験が行われ、良好な成

果をもたらしていることは、C/P の高い理解力と習熟度を示すものである。 

したがって、本プロジェクト終了までに以下の指標に照らしたプロジェクト目標の達成は十分期

待できる。 

 

(4) 上位目標の達成見込み 

本プロジェクトの開発活動は PEQC のデータとして構築されている。C/P は、プロジェクト活動

を通して、技術開発にかかる十分な知識・スキルを習得しており、プロジェクトで開発されたマニュ

アルを活用して独自に試験を実施していくことが十分期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
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農業農村開発省の「農業農村開発セクター5 カ年計画（2006-2010）」に記載されている植物防疫

改善プログラムによれば、政策的妥当性は高いと判断される。また、2007 年 1 月にベトナム国が

WTO に加盟したことから、植物検疫分野の人材育成が輸入国の要求を満たすために急務となって

おり、本プロジェクトの目標は同国の政策ニーズに合致している。 

また、本案件は農民の所得向上及び農業の多様化支援に貢献していることから、我が国国別援助

計画及び JICA 国別事業実施計画の重点分野とも整合している。したがって、本案件の妥当性は高

いと認められる。 

 

(2) 有効性 

PDM に示されている指標に照らし、終了時評価の時点では、期待される 3 つの指標がほぼ達成

されている。残された活動についても、プロジェクト終了時までに達成が可能と見込まれている。

また、各成果について、環境制御室で飼育方法が確立されたミバエ類（成果 1）を用いて、蒸熱

処理による殺虫方法とその条件を決定した（成果 2）。また、それらの過程で、C/P によって、すべ

てのデータが保存・分析され、技術開発試験報告書作成に備えている（成果 3）。これらの一連の

活動を通じて、すべての成果がプロジェクト目標に掲げられた指標の達成に、十分貢献していると

考えられ、本プロジェクトの有効性は十分認められる。 

 

(3) 効率性 

活動内容は、計画された内容を C/P とともに細分化し、段階的に実施することで着実に成果の発

現に結びついた。他方、日本国からの機材調達手続きと通関手続きに時間がかかったこと等から、

1年次に予定していた一部の実験活動ができなくなった。その後、ベトナム国側 C/P と日本人専門

家の努力により、その遅れを挽回し、2 年次以降は予定通り活動が進んでいるが、専門家の活動期

間を考慮した適切なタイミングによる機材投入が必要であった。 

短期派遣専門家は、プロジェクト活動の立案、実施、技術移転、モニタリングのため、適切な時

期に派遣が行われた。特に同じ短期専門家が 3 年間にわたり、シャトル形式で繰り返し派遣される

方法は、C/P との良好な関係構築や円滑な研修実施、プロジェクト進捗のモニタリング実施上非常

に有効であった。また、当初長期派遣専門家は 1年のみ予定されていたが、滞在期間を 3 年まで延

長したことが、短期派遣専門家不在中も的確な連絡・調整が行われ、C/P による計画的な活動遂行

を促し、円滑にプロジェクト運営を行うことに貢献した。 

ベトナム国側も適切な C/P の配置、予算措置や必要な施設を準備するとともに、積極的にプロ

ジェクト活動に取り組み、成果発現に貢献した。したがって、本プロジェクトの効率性は十分認め

られる。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトにより、高い参加度やオーナーシップをもって従事した C/P が、十分に技術を習

得したことから、今後プロジェクトで開発されたマニュアルを活用して独自に試験を実施していく

ことが十分期待される。 

ベトナム国政府が、本プロジェクトの成果を基に、輸入国に対してドラゴンフルーツの輸入解禁

申請を行い、輸入国側の検証手続きが終了することで、ベトナム国からドラゴンフルーツの輸出が

可能となることが期待される。 

世界的にも系統維持が困難なセグロモモミバエの飼育方法が確立されたことは、本プロジェクト

の大きな成果といえる。また、一部の輸入国では、セグロモモミバエが輸入解禁にとって必要な試

験対象種となっていることもあり、本プロジェクトの成果をもとに、当該ミバエ種を対象とする輸

入解禁要請に関する試験データを整備することにより、更なる輸出拡大が期待される。 

ドラゴンフルーツ生産農家とその輸出業者は、植物防疫局からの情報提供や研修によってドラゴ

ンフルーツにおけるミバエ類殺虫処理の条件を知ることができ、輸出にとって必要な措置を明らか

にすることができる。また、彼らがドラゴンフルーツを海外に輸出することで収入を増大させる

チャンスをもたらすことが期待される。したがって、本プロジェクトによるインパクトは十分高い

と認められる。 

 

(5) 自立発展性 

農業農村開発省の開発戦略によれば、植物検疫の近代化と人材育成は、ベトナム国の農産物輸出

促進のための最優先課題となっており、引き続き政策的自立発展性は確保されると判断される。 
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PEQC からの聞き取りによると、2008 年度は、国内での商業施設や関係機関への技術移転費用とし

て 5 億ドンの予算を獲得しており、財政面での自立発展性も高い。 

本プロジェクトでは、4 つのワーキンググループが日本人専門家の指導の下、ミバエ類の飼育や

殺虫試験を行ってきた。また、これらの開発活動は PEQC のデータとして構築されている。C/P の

プロジェクトへの参加度やオーナーシップも非常に高く、プロジェクトで開発されたマニュアルを

活用して独自に試験を実施していくことが期待されることから、技術面での自立発展性も十分期待

される。したがって、本プロジェクトの自立発展性は十分認められる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクト目標達成に対し、3 つの成果を段階的に達成していくことで、効果的にプロジェク

ト目標につなげる設計がなされていた。 

また、ラボラトリーマニュアルの作成は、プロジェクトの技術と機材の有効活用による C/P の持

続的な発展に大きく寄与しているといえる。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

同じ日本人専門家が 3年間にわたってシャトル形式で繰り返される派遣形式は、日本人専門家と

C/P との良好な関係構築や円滑な研修実施、プロジェクト進捗のモニタリングに大きく貢献した。

さらに、短期派遣専門家が事前に日本国において、試験計画の作成や実際にドラゴンフルーツにお

けるミバエ類の殺虫・障害試験のシミュレーションを自発的に行なってきたことは、現地で想定さ

れる問題の発見と効率的な解決のために非常に有効であった。 

日本人専門家による努力もさることながら、C/P のプロジェクトへの積極的な参加や強いオー

ナーシップが効果的プロジェクトの運営に最も寄与しているといえる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

C/P と日本人専門家の多大な努力により、プロジェクト活動は円滑に進められているが、毎年 4
カ月程度の短期専門家派遣中にスケジュールで求められた活動に加え、合同調整委員会の準備等に

時間を割く必要もあり、プロジェクト関係者は深夜や休日に及ぶ活動を強いられる事態もあった。

 

(2) 実施プロセスに関すること 

日本国からの機材調達の遅れ等による初年度の活動の遅れは、その後のベトナム国側 C/P 及び日

本人専門家の双方の尽力により、2年次にはその遅れを挽回し、以降予定どおり活動が進められた

が、日越双方のプロジェクト従事者にとって負担となったことは否めない。 

 

３－５ 結論 

今回の調査により、本プロジェクトは協力期間内に、所期の目的及び成果を達成する見込みである

ことが明らかとなった。このため、当初の計画どおり本プロジェクトは 2008 年 2 月末に終了するこ

とが望ましい。 

C/P は、ドラゴンフルーツに関するミバエ類殺虫技術について、プロジェクトを通して十分に理解

し、ミバエ類の飼育から蒸熱処理による殺虫技術、それらのデータ処理についての基本的な知識や技

術を習得している。それは、他の熱帯果実等に係る植物検疫技術開発への適用も可能である。 

将来、本プロジェクトで得られた成果を維持・発展させ、上位目標の達成のために、ベトナム国側

関係機関のより一層の努力が期待される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクトの自立発展性を確保するため、ベトナム国側農業農村開発省及び PEQC に対し、以下

の対策を提言する。 

(1) ミバエ飼育の環境を維持するのに必要な、機材や消耗品のための維持管理予算を引き続き確保す

ること。 

(2) 継続的なミバエを飼育及び飼育技術の普及・移転のための適切な人員配置を行うこと。 

(3) ベトナム国政府は、本プロジェクトで得られた分析データ及び資料を活用して、輸入解禁要請文

書を迅速にとりまとめ、輸入国に対して提出すること。 
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(4) 輸出解禁後の商業ベースの殺虫処理施設計画に際し、行政指導や技術指導をすること。 

(5) 本プロジェクトで得られた飼育技術、殺虫試験技術を活かし、ベトナム国側が自己の予算により、

他の果物にかかる殺虫技術開発に応用すること。 

 

３－７ 教訓 

(1) 本プロジェクトでは、初年度の機材投入が遅れ、初年度の短期専門家の活動に支障をきたした。

プロジェクト活動をスケジュールにそって実施するために、投入を適切なタイミングで行う必要が

ある。 

(2) 本プロジェクトのように、技術的な指導を行う専門家が短期ベースで派遣される場合には、不在

期間のプロジェクトの調整・運営補助を行う観点から、業務調整長期専門家をプロジェクト期間中

にわたり派遣することで、プロジェクトの効果的な運営を確保することが望まれる。 

(3) 短期専門家は、シャトルベースの派遣であったが、C/Pとの密接で継続的な関係を維持し、プロ

ジェクトの進捗状況を適切にチェックすることができたことが、プロジェクトの有効かつ効率的な

実施に貢献してきた。一方、期待した成果やプロジェクト目標を成功裏に達成しているとはいえ、

毎年4カ月程度の限られた派遣期間内で、スケジュールに沿った多くの活動を行う必要があった上、

JCC等の準備作業を行う必要があったため、専門家及びC/Pに負荷がかかることもあった。したがっ

て、専門家派遣にあたっては、技術移転活動だけではなく、C/Pの状況やJCC等の準備作業も考慮

して派遣期間を設定することが望ましい。 

 

 

 

 



第 1章 終了時評価調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム国）では、WTO 加盟をはじめとして国際経済への統

合が進む中、農産物等の国際的な物資の流通が盛んになってきている。特に、同国南部を中心に

栽培される農産物は、すでに主要輸出産品であるコメに加え、ドラゴンフルーツ等の熱帯果実が

主要な輸出産品となる可能性を秘めた農産物として関心を集めている。他方、このような熱帯果

実の国際貿易への参加を可能とするためには、病害虫から植物を防護し、かつ病害虫の被害を未

然に防ぐ技術や、国際基準に基づく植物検疫システムの確立が不可欠となる。今後、同国が熱帯

果実を輸出するためには、植物検疫において国際基準に沿った要求事項を満たすことが最大の課

題となっているが、その検疫技術が確立されていない状況にある。 

このような背景の下、同国農業農村開発省植物防疫局（以下、PPD）は、同国における植物検疫

システムを国際的なレベルと調和させるため、熱帯果実の内、ドラゴンフルーツに対するミバエ

類の殺虫に係る先進的な技術をはじめとする、植物検疫技術向上に関する支援を、我が国に要請

した。 

この要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）は、ベトナム国におけるドラゴ

ンフルーツの国際貿易への参加を可能とするため、国際基準に合致したミバエ類に対する植物検

疫処理技術が定着することを目的とした「ミバエ類殺虫技術向上計画」を、2005 年 3 月から 3 カ

年の計画で実施し、植物検疫処理技術向上に不可欠な、ミバエの飼育技術、ミバエの蒸熱処理技

術、蒸熱処理に伴う果実障害回避に係る手法の確立に向けた支援を行ってきている。 

今般、当該プロジェクトを 2008 年 2 月末に終えるにあたり、プロジェクト終了に向けて、目標

の達成度、事業の効率性、今後の自立発展性等の観点から総合的にプロジェクトを評価すること

を目的とし、終了時評価調査団を派遣した。 

本評価調査の具体的な目的は、以下のとおり。 

(1) プロジェクト開始から現在までの実績（調査団訪問後の予定を含む）と計画達成度を、討

議議事録（R/D）、Project Design Matrix （PDM）（付属資料 3）、Plan of Operation（PO）等に基

づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から合同評

価を行う。 

(2) プロジェクト終了後の活動の有無や方向性について、プロジェクト側と協議し、その結果

を日本、ベトナム両国政府及び関係当局に報告・提言する。 

(3) 今後類似案件が実施された場合に、その案件を効率的に立案・実施するため、本協力の実

施による教訓・提言を取りまとめる。 

 
１－２ 対象プロジェクトの概要 

(1) プロジェクト名称       

ミバエ類殺虫技術向上計画 

Project for Improvement of Plant Quarantine Treatment Techniques against Fruit Flies on Fresh 

Fruits 
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(2) R/D 署名 

2005 年 1 月 14 日 

(3) 協力期間 

2005 年 3 月 1 日～2008 年 2 月 29 日 

(4) プロジェクトサイト及び実施機関 

1) プロジェクトサイト：農業農村開発省植物防疫局第二隔離検疫センター（以下、PEQC） 

（ホーチミン市内：以下、HCMC） 

2) ターゲットエリア：ベトナム全土 

3) ベトナム国側実施機関 

責任機関：農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development:以下、MARD） 

実施機関：PEQC 

 

１－３ 調査団の構成 

 ＜日本国側＞ 

(1) 総括     中川 寛章  JICA ベトナム事務所 所長 

(2) 植物検疫技術 三角  隆  農林水産省横浜植物防疫所調査研究部 消毒技術開発担当 

次席調査官 

(3) 協力計画   辻   研介  JICA ベトナム事務所 所員 

(4) 評価分析   上野 一美  海外貨物検査（株）コンサルタント部長 

 

 ＜ベトナム国側＞ 

(1) Professor Dr. Nguyen Thi Thu Cuc    Former Head, Plant Protection Faculty, Can Tho University 

(2) Mr. Pham Minh Sang               Deputy Director, Southern Pesticides Control Center, MARD 

 

１－４ 調査日程 

調査期間：平成 19 年 12 月 10 日（月）～12 月 22 日（土） 14 日間（評価分析団員） 

平成 19 年 12 月 17 日（月）～12 月 22 日（土）  6 日間（官団員） 

(1) 評価分析団員による事前調査 

No. 日程 曜日 調査内容 滞在地

1 12/10 月 22:40 上野団員 HCMC 到着（VN957） 

2 12/11 火 
09:00 専門家ヒアリング 
13:30 Dat 所長ヒアリング 
15:00 C/P へのインタビュー（ミバエ飼育グループ:3 名） 

3 12/12 水 
09:00 C/P へのインタビュー（消毒処理グループ:3 名） 
10:30 C/P へのインタビュー（報告書グループ:1 名） 
14:30 VACVINA Dr.Vo Mai インタビュー 

4 12/13 木 09:00 Vinafruit 訪問 
11:00 民間企業訪問 

5 12/14 金 質問票回答分析・インタビュー結果取りまとめ 
プロジェクト活動・成果にかかる専門家及び C/P との協議 

6 12/15 土 調査結果取りまとめ 

7 12/16 日 調査結果取りまとめ  

HCMC
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(2) 官団員合流後 

No. 日程 曜日 調査内容 滞在地

9 
(1) 12/17 月 19:00 辻団員 HCMC 到着（VN781） 

22:40 三角団員 HCMC 到着（VN957） 

10 
(2) 12/18 火 

08:30 C/P 表敬 
09:30 プロジェクト専門家との打ち合わせ 
13:30 評価経過取りまとめ、対処方針検討 

11 
(3) 12/19 水 08:30 第 1 回合同評価委員会：C/P からの説明 

13:30 プロジェクトサイト視察 

12 
(4) 12/20 木 

08:30 第 2 回合同評価委員会：達成度について 
13:30 第 3 回合同評価委員会：評価 5 項目について 
19:00 中川団長 HCMC 到着（VN783） 

13 
(5) 12/21 金 

08:30 第 4 回合同評価委員会：ミニッツ内容について、合意後 
合同評価レポート署名 

15:00 JCC 開催：評価結果、議論・承認 
19:30 中川団長、辻団員 HCMC 発（VN740） 

14 
(6) 12/22 土 00:05 三角団員、上野団員 HCMC 出発（VN950） 

HCMC

（注）C/P （カウンターパート） 

１－５ 主要面談者 

＜日本国側＞ 

(1) 在ホーチミン日本国総領事館 

   平山 達夫   首席領事 

(2) JICA プロジェクト専門家 

   越田  龍   業務調整員 

   川上 房男   果実障害試験（短期専門家） 

   米田 雅典   ミバエ飼育（短期専門家） 

   宮崎  勳   蒸熱処理消毒試験（短期専門家） 

 

＜ベトナム国側＞ 

(1) 農業農村開発省（MARD） 

   Dr. Nguyen Quang Minh      Director General, Plant Protection Department 

   Mr. Nguyen Huu Dat         Director, Post Entry Quarantine Center No.II Plant Protection 

Department 

(2) その他 

   市瀬 克也        （独）国際農林水産業センター沖縄支所 

                総合防除研究室主任研究官 

   Dr. Vo Mai Assoc           Vice president, The Vietnam Garden iation (VACVINA) 

   Mr. Dinh Van Huong         Director, Vietnam Fruit & Vegetable Association (VinaFruit) 

   Mr. Nguyen Van Ky          Secretary General, Fruit & Vegetable Association (VinaFruit) 
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第２章 評価の方法 

 

本評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、評価の手法としてプロジェク

ト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management: PCM）の評価手法を採用した。PCM 手法

を用いた評価は、プロジェクト運営管理のための要約表である、1）プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix: PDM）に基づいた計画達成度の把握（投入実績、活動状況、成

果の達成度、プロジェクト目標の達成見込み）、2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の観点に基づいた収集データの分析、3）分析結果からの教訓、提言のまと

めの 3 点で構成されている。 

なお、本評価調査は、日本国側調査団及びベトナム国側調査団による合同評価チームを形成し

て実施し、残りの協力期間及び協力期間終了後における対応方針についても検討し、両国政府関

係当局に提言した。 

 

２－１ 評価手順 

２－１－１ 資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前に半期報告書、専門家帰国報告書及びプロジェクトが作成した参考資料情報を得て、現

地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド（和文・英文）

を作成した。 

 

２－１－２ 質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価分析団員が評価グリッドを基に、カウンターパート（以下、C/P）及

び日本人専門家に対する質問票を作成した。評価分析団員の派遣前に現地に送付し、評価分析

団員の現地調査時に回答の回収・分析を行った。また、本質問票を補う形で、C/P 及び日本人専

門家に対してヒアリングを行った。 

 

２－１－３ 評価 PDM の作成 

評価にあたり、プロジェクト活動の実情に照らし、PDM の改善・明確化を図り、プロジェク 

ト期間の表現上の誤りの修正、上位目標の評価指標（目標対象種の特定を行わない）、プロジェ

クト目標の評価指標（英文評価指標表現の明確化）等を修正した評価 PDM を作成し、相手国関

係機関と協議の上、合意した。 

 

２－１－４ プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉える上で、プロジェクト側からプロジェクト活動進捗に

かかる詳細な報告を受けるとともに、相手国関係機関、日本人専門家、その他プロジェクト関

係者等に対し、インタビューを実施した。 

 

２－１－５ 合同調整委員会への報告 

上記の調査結果を日本・ベトナム国双方の合同評価チーム内で評価 5 項目に沿って詳細に検

討し、合同評価調査報告書（英文）として取りまとめた。最終的に 2007 年 12 月 21 日に同報告
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書に署名し、同日に開催された合同調整委員会に提出し、結果報告、協議を行うとともに、日

本国側及びベトナム国側関係機関との間でミニッツの署名・交換を行った。 

 

２－２ 評価 5 項目 

項目 視点 

妥当性 

（Relevance） 

プロジェクト目標や上位目標が、評価を実施する時点において妥

当か（受益者のニーズに合致しているか、相手国の問題や課題の

解決策として適切か、相手国と日本国側の政策との整合性はある

か、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か等）を問う視点。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクト目標は達成されるか、アウトプットのプロジェクト

目標への貢献度、目標達成の阻害・貢献要因、外部条件は何か等

を問う視点。 

効率性 

（Efficiency） 

プロジェクトのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活

動の因果関係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果につ

いて問う視点。 

インパクト 

（Impact） 
上位目標達成の見込み、上位目標とプロジェクト目標の因果関係、

正負の波及効果等を問う視点。 

自立発展性 

（Sustainability） 

政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総

合的自立発展性等において、協力終了後もプロジェクトで発現し

た効果が持続しているか（あるいは持続の見込みはあるか）を問

う視点。 
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第３章 調査結果 

 

３－１ 結論 

評価 5項目に基づくプロジェクトの評価結果から、それぞれの成果を含むプロジェクト目標は、

プロジェクトが終了する 2008 年 2 月末には達成することが見込まれる。 

全体として C/P は、ドラゴンフルーツに対するミバエ類殺虫技術についてプロジェクトを通し

て十分に理解し、ミバエ類の飼育から蒸熱処理による殺虫技術、それらのデータ処理についての

基本的な知識や技術を習得している。それは、他の熱帯果実等にかかる植物検疫技術の開発への

適用も可能である。 

本プロジェクトの成功要因として、日本人専門家による努力もさることながら、C/P のプロジェ

クトへの積極的な参加や強いオーナーシップが、プロジェクトの運営に最も寄与しているといえ

る。 

将来、本プロジェクトで得られた成果を維持・発展させ、上位目標の達成のためにベトナム国

側関係機関のより一層の努力が期待される。 

 

３－２ プロジェクトの実績（投入、成果、目標達成度） 

３－２－１ 投入 

(1) ベトナム国側の投入 

1) 執務室及び施設：プロジェクトの事務所及び設備 

2) C/P 配置（延べ 24 名） 

プロジェクト・ダイレクター（1 名）、プロジェクト・マネジャー（1 名） 

プロジェクト・マネジメント・ユニット（PMU） 

プロジェクト実施に際し、技術グループとして、ミバエ飼育グループ、消毒処理グルー

プ、報告書グループ及びそれらのグループを支援するサポートグループの計 4 グループ

を組織し、実施した。 

3) 予算：1,238 百万 ベトナム・ドン（77,000US$相当）（2005 年 3 月～2008 年 2 月） 

(2) 日本国側の投入 

1) 日本人専門家派遣 

長期専門家（1 名）：業務調整 

短期専門家（評価調査時点で延べ 5 名）：ミバエ飼育、蒸熱処理消毒試験、果実障害試験、

機材維持管理手法 

2) C/P 本邦研修 

JICA 集団研修（4 名）：植物検疫（ミバエ類殺虫）II 

視察型研修（6 名） 

3) 機材供与（含む専門家携行機材）：105,034 千円（2005 年～2007 年） 

4) ローカルコスト負担：2,246,071 円（2005 年～2008 年） 

 

３－２－２ 成果（Output）の達成状況 

本プロジェクトの成果及び指標は、以下のとおりである。 
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 成果 指標 

成果 1 供試ミバエ類の実験室にお

ける飼育方法が確立され

る。 

①供試ミバエ類が、成虫 6 千頭規模で累代飼育される(温

度、湿度、光周期や飼料を含む適切な飼育環境を確立

することによる)。 

②採卵器により採取された卵が安定供給される。 

成果 2 供試ミバエ類の蒸熱処理に

よる消毒方法が確立され

る。 

蒸熱処理で 3 万頭以上の規模の試験を実施し、以下の 2
点が達成される。 

①最耐性種の最耐性ステージが完全殺虫される。 

②ドラゴンフルーツに問題となる障害が出ない消毒基準

（温度と処理時間など）が確立される。 

成果 3 試験データ及び分析結果を

蓄積するための情報管理シ

ステムが、実施機関に構築

される。 

①試験データが、基礎試験・小規模試験・大規模試験毎

に取りまとめられる。 

②「輸入解禁要請に関する試験データ報告書」の作成。

 

各成果の達成状況は、以下のとおりである。 

(1) 成果 1：供試ミバエ類の実験室における飼育方法が確立される。 

累代飼育に必要な温度、湿度等の最適な条件が判明し、2 年次にミバエ類飼育用に環境制御

室が常時稼動したこともあわせ、人工的に制御可能な飼育環境（温度、湿度や光周期）が整備

された。さらに、ミバエ成虫及び幼虫の人工飼料改良により簡便かつ効率的な飼育方法が確立

された。また採卵器の改良により、産卵を促すことができ、十分な量のミバエの卵を採卵する

ことが可能となった。 

上記の改良により、対象種のミバエ（ミカンコミバエ；Bactrocera dorsalis、ウリミバエ；

Bactrocera cucurbitae、セグロモモミバエ；Bactrocera correcta）3 種ともに孵化率は 75%以上と

なり、卵の安定供給及び常時 6 千頭規模の成虫の累代飼育が可能となった。特に、これまで系

統維持すら困難であったセグロモモミバエの飼育技術が確立されたことは、本プロジェクトの

大きな成果といえる。本プロジェクトは、セグロモモミバエの最良な飼育環境を明らかにし、

日本から適切な人工飼料を持ち込むことにより、飼料の改善をすることに成功した。 

また、供試ミバエ類の同定のための資料、飼料改良に関する情報、ミバエ飼育手順等も整備

されており、これらを活用して、今後 C/P が継続的にミバエ飼育を行うことが期待される。 

 

(2) 成果 2：供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法が確立される。 

1) 殺虫試験 

以下のように、供試ミバエ 3 種にかかるドラゴンフルーツの消毒技術開発試験が実施され

た。 

a. 温湯浸漬試験（最耐性ミバエ種の判定） 

3 種のミバエ各態の裸虫（若齢卵、老齢卵、1・2・3 齢幼虫各態）を温湯（46.0℃）に

一定時間（2～20 分）浸漬し、殺虫率を調査した結果、ミカンコミバエの老齢卵及びセ

グロモモミバエの老齢卵及び 1 齢幼虫に高い熱耐性があることが判明した。両種にはさ

らに次の試験が実施された。 

b. 蒸熱処理試験（蒸熱処理による最耐性ミバエ種及び態の決定） 
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人工的に果実に寄生させた 2 種のミバエの各態を蒸熱処理（果実中心温度 44.0～

46.5℃）した結果、以下の最耐性種における最耐性の態が決定された。 

・ミカンコミバエ：1 齢幼虫 

・セグロモモミバエ：老齢卵 

c. 小規模殺虫試験（最適消毒処理条件の決定） 

上記最耐性種における最耐性の態に対し、温度・時間別の蒸熱処理試験を行うことに

より、供試虫を 100%殺虫する以下の最適消毒基準が決定された。 

・ミカンコミバエの 1 齢幼虫の完全殺虫条件： 蒸熱処理 46.5℃40 分 

・セグロモモミバエの老齢卵の完全殺虫条件： 蒸熱処理 46.5℃40 分 

d. 大規模殺虫試験（処理条件の検証） 

・上記消毒基準に基づくミバエの最耐性の態、3 万頭規模以上を供試した大規模殺虫試験

により、その消毒基準の有効性が確認されることが期待される。大規模試験は 2 万頭規

模までは完了しており、プロジェクトが終了するまでに、ミカンコミバエとセグロモモ

ミバエの最耐性の態残り 1 万頭の実施が具体的に予定されている。ミカンコミバエ：1

齢幼虫における完全殺虫条件 46.5℃40 分の処理で、20,000 頭の完全殺虫を確認 

・セグロモモミバエ：老齢卵における完全殺虫条件 46.5℃40 分の処理で、20,000 頭の完

全殺虫を確認 

 

   以上により、プロジェクト終了時点では、ドラゴンフルーツ生果実に寄生するミバエ 3 種

の消毒基準は、「蒸熱処理施設において、生果実の中心温度を一定の上昇率で 43℃まで上げ、

その後、飽和蒸気を使用して、生果実の中心温度を 46.5℃とし、その温度以上で 40 分間消

毒すること」となることが見込まれる。 

 

2) 障害試験 

供試果実の入手方法と、実験室での供試果実の一定温度での保管環境を確立した上で、上

記蒸熱処理条件における果実の熱障害の症状と、その発生要因の確認試験が行われた。 

想定される消毒基準で発生した果肉の水浸症状の原因特定のため、落下等による衝撃を想

定した衝撃果実と、非衝撃果実に対する熱障害比較試験及び輸送時等による加重を想定した

加重果実と、非加重果実に対する熱障害比較試験が行われた結果、果実に対する外部からの

物理的衝撃がなければ、想定される消毒基準での熱障害が発生しないことが確認された。 

小規模障害試験は完了しており、商業ベースでの障害発生回避確認のための大規模障害試

験での検証により、上記消毒基準で障害発生がないことを確認されることが期待される。 

 

(3) 成果 3：試験データ及び分析結果を蓄積するための情報管理システムが、実施機関に構築さ  

れる。 

試験データとその分析結果は、PEQC のコンピュータデータベースに蓄積されている。 

試験データとその分析結果の収集は、プロジェクトにより作成されたラボラトリーマニュア

ル（英文）に従って、行われてきているため、C/P は試験データを適切に収集することができ

ている。 

現在、試験データと分析結果は C/P により蓄積されており、プロジェクト終了時までに完了
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予定の大規模殺虫・障害試験の結果も踏まえ、プロジェクト終了までに果実の輸入国に提出す

るための「輸入解禁要請に関する試験データの報告書」が完成する見込みである。 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

（プロジェクト目標）   

  ドラゴンフルーツの国際貿易への参加を可能にするため、国際基準に合致したミバエ類に

対する植物防疫処理技術が定着する。 

 

〔指標〕ドラゴンフルーツについて、80％の職員が独自でミバエ類の殺虫技術の立案・実施

ができる。 

 

C/P への質問票やインタビュー及びプロジェクトが作成したレポートによる評価・分析の結

果、目標達成度は高いと判断される。（質問票の回答詳細は、ANNEX7 参照）。 

国連食糧農業機関（以下、FAO）の「ミバエ類寄生植物の熱殺虫処理技術開発のガイドライ

ン」によれば、ミバエ類の熱殺虫処理技術開発において、ミバエ種の同定、熱殺虫技術の開

発、技術の有効性、技術の評価、輸出入国における承認、記録の保管の各項目を網羅し、以

下に示す手順で実施することが要求事項として挙げられており、これが、ミバエ類の植物防

除処理技術に関する国際基準と判断される。 

 

 FAO の要求事項 本プロジェクトとの関連 

1 作物に対応した検疫対象虫の同

定 

ドラゴンフルーツに対応した3種のミバエ類の同定

2 適切な熱殺虫技術の同定と開発 ミカンコミバエ（1齢幼虫、46.5℃、40 分） 

セグロモミミバエ（老齢虫、46.5℃、40 分） 

3 殺虫処理の効率性 大規模殺虫・障害試験の実施とその効率性の確認 

4 殺虫処理の評価 大規模試験が技術的、商業的、実効的に有効である

ことの確認 

5 承認 （評価終了後、輸出入国が検疫処理を実行する） 

6 文書化 全ての記録の保管、国家植物防疫機関（NPPO）に

よる審査時に示すことができること 

 

C/P は、日本人技術者からの技術移転を通じて、国際基準に基づくドラゴンフルーツのミ

バエ類殺虫技術開発を行うことにより、FAO の要求事項と開発手順を基本的に理解した上で、

実施しているといえる。 

インタビューや質問票によれば、C/P は上記手順によるミバエ類殺虫技術開発手法を十分

理解し、実施できる能力を習得していると判断される。これらのコメントに加え、日本人専

門家不在時でも、彼らだけでミバエ類飼育継続や雨季における殺虫・障害試験の実習を適切

に行った実績があることから、C/P の高い理解力と習熟度を示すものとして評価される。さ

らに C/P は、プロジェクト終了前に、彼ら自身でセグロモモミバエの残りの大規模殺虫試験

を実施する予定である。これにより、C/P 自身によるミバエ類の殺虫技術の計画と実施に関

する更なる能力向上を図ることが期待される。 
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３－２－４ 上位目標への貢献度 

（上位目標） 熱帯性果実類について、ミバエ類に対する植物検疫処理技術が定着する。 

 

〔指標〕職員が独自に殺虫技術の立案・実験ができる熱帯性果実類の種類 

 

本プロジェクトにより、日本人専門家から移転されたミバエ類の飼育技術と殺虫技術及び

日本国から供与された蒸熱処理等にかかる機材を活用することで、技術的には、C/P が他の

熱帯性果実類のミバエ類殺虫技術を開発することは可能と判断される。 

PEQC 所長によれば、ベトナム国側はミルクフルーツ（スターアップル）、マンゴー、ポメ

ロ、マンゴスチンのような他の熱帯果実への殺虫試験の計画と実施を、今後行う意向である

ことが確認された。 

当プロジェクトによる成果を定着し、拡大するためには、PEQC が植物検疫技術の開発を

継続するための適切な人員配置や、機材の維持管理等を含む適切な予算確保が必要となる。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

(1) 活動の実施プロセス 

長期派遣専門家が、短期派遣の日本人専門家不在時も C/P 及びベトナム国側関係機関と情

報交換を行い、プロジェクト運営の円滑化を図ってきた。また、問題発生や意思決定が必要

な場合には、適宜日本人専門家と相談し、機動的な運営が図られてきた。 

ベトナム国側のプロジェクト対応については、ハノイの PPD の許可を得て実施されること

から、当初その決定に時間がかかることがあったが、その後ハノイとの連絡も密になり、供

与機材の稼動に必要な一次側電力の確保等が行われ、プロジェクトの円滑な運営に貢献して

いる。 

(2) 専門家と C/P の関係 

日本人短期派遣専門家が、1 年に 4 カ月間集中して一緒に各種試験等を行いながら技術移

転を行い、残りの 8 カ月は主に C/P の努力によって、各種試験が継続された。長期派遣専門

家の努力はもとより、同じ短期派遣専門家が毎年派遣されたことから、専門家と C/P の間で

継続的かつ良好な信頼関係を築くことができ、また、短期専門家不在時は、C/P の習熟度に

応じた活動計画を策定・実施することができた。 

 (3) プロジェクトのオーナーシップ 

PEQC は、ベトナム国において南部の植物検疫処理を行う主要な機関であり、本プロジェ

クトと PEQC の業務上の必要性は合致していることに加え、能力の高い C/P が配置された。 

それぞれのワーキング・グループは、分担に応じて積極的にプロジェクトに関わっており、

参加の度合いは非常に高いといえる。 
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第４章 評価５項目の評価結果 

評価 5項目の観点からの評価結果は、以下のとおり。 

 

４－１ 妥当性 

以下の観点から、本プロジェクトの妥当性は高いと認められる。 

 

(1) 相手国開発政策との整合性 

ベトナム国「農業農村開発セクター5 カ年計画（2006－2010）」に、害虫駆除と農薬等の悪

影響低減に係る有効性と効率性向上のための、植物防疫改善プログラムが掲載されている。

それは、PPD の所掌であり、植物検疫及び植物保護のための農薬使用について、適切なメカ

ニズムと手順を確立する責任を負っている。 

以上の観点から、本プロジェクトの目標と内容は、同国の政策に合致している。 

(2) 日本国の援助政策との整合性 

対ベトナム国別援助計画（2004）の三つの柱の内の一つ「生活・社会面での改善」におい

て、所得向上・多様化対策の観点からみた植物検疫に対する協力は、重点的な項目の一つに

挙げられている。また、JICA 国別事業実施計画では、「農民の農村所得の向上及び農業の多

様化支援」を農業･農村開発セクターの援助重点プログラムの一つに据えており、地場産業の

振興及び農産物の品質確保に資する植物検疫強化は、当該プログラムに位置付けられている。 

(3) ターゲットグループのニーズに係る整合性 

ベトナム国は、2007 年 1 月に WTO 加盟が認められた。当該国際枠組みの加入に伴い、SPS

協定に基づき、人や動物、植物の衛生に関して加盟国と調和のとれた SPS 措置をとることが

国際的に求められている。 

したがって、輸入国の要求を満たすために、ベトナム国における植物検疫分野の人材育成

は急務となっており、ベトナムにおける責任機関となっている PPD をターゲットとする本プ

ロジェクトは、ターゲットグループのニーズに合致している。 

 

４－２ 有効性 

全ての成果はプロジェクト目標の発現に寄与しており、プロジェクトの有効性は十分に保た

れている。 

 

(1) プロジェクト目標の達成の見込み        

PDM に示されている指標に照らして、終了時評価の時点では、期待される 3 つの指標がほ

ぼ達成されている。残された活動についても、プロジェクト終了時までに達成が可能と見込

まれている。 

(2) プロジェクト目標達成への各成果の貢献 

成果は、以下の図（プロジェクト目標と成果の関係）に示すように、プロジェクト目標の達

成に貢献している。 
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プロジェクト目標と成果の関係

ドラゴンフルーツの国際貿易への参加を可能と
するため、国際基準に合致したミバエ類に対す
る植物検疫処理技術が定着する。

供試ミバエ類の蒸熱処理による消
毒方法が確立される

供試ミバエ類の実験室における
飼育方法が確立される

試験データ及び分
析結果を蓄積する
ための情報管理
システムが、実施
機関に構築される

殺虫試験 障害試験

<プロジェクト目標>

<成果１>

<成果２> <成果３>

<成果：植物検疫技術の構成要素>

データ

データ

 
プロジェクト活動の実施を通じて、C/P は、以下の手順によって、日本人専門家からの技術

移転と、プロジェクトにより供与された機材によって、殺虫技術の立案と実施についての知

識を習得した。 

① 環境制御室でのミバエ類の飼育法を確立した（成果 1）。       

② 成果 1 により飼育されたミバエ類を使って、蒸熱処理による殺虫方法と条件を決定した

（成果 2）。 

③ ①と②の活動中に、全てのデータが保存分析され、技術開発試験報告書作成に備えている

（成果 3）。 

これらの成果が、プロジェクト目標の達成に十分貢献したと考えられ、本プロジェクトの

有効性は十分認められる。 

(3) 成果達成に関わる要因の分析 

プロジェクトの実施にあたり、4 分野のワーキング・グループが組成された（ミバエ飼育、

消毒処理、報告書、サポート）。この方法はワーキング・グループ・メンバーのプロジェクト

へのオーナーシップと責任分担を明確にし、またワーキング・グループ・メンバーの知識と

能力を向上するためのモニタリングの点でも有効であった。 

ハノイの PPD に最終決裁権はあるものの、ホーチミンの PEQC に実質的な権限委譲をした

ことで、円滑なプロジェクト運営が実施された。 

なお、プロジェクト期間中、いくつかの予期せぬ課題が発生した。第一は、プロジェクト
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実施 1 年後、ミバエの孵化率が 70％から 20％程度まで下がってしまったことが挙げられる。

孵化率の低下は、その後に続く殺虫試験への供試虫の供給に大きな影響があるため、その原

因究明が急務であったが、原因究明の結果、ミバエ類が正常な交尾ができていなかったこと

が原因であることが判明し、対策として人工飼料の改善、環境制御室による温度、光周期の

調整を行った。その結果、現在は孵化率が 75％以上になりプロジェクトでの累代飼育が可能

になっている。孵化率低下の経験から、現在は、飼育ノートを作成し、ミバエの体重や容積

の変化を日々モニターするような工夫を行っている。 

第二は、ドラゴンフルーツに障害が出たことがある。日本国では経験がない症状のためそ

の原因究明に苦労した。当初、蒸熱処理による急激な温度上昇が原因と考えられ、プログラ

ム制御による温度制御が検討されたが、前述したように果肉の水浸症状は、収穫後の生果実

の取扱いが悪かったことが原因であることが判明した。 

これらのことは、日本人専門家と C/P の能力と多大なる努力が成果発現に大いに寄与して

きたことを示すものである。 

本プロジェクトは技術移転を目的としているが、ドラゴンフルーツに対する殺虫技術開発

の業務は、ミバエの累代飼育から殺虫・障害試験までの積み重ねたデータに基づき検証して

いく緻密で非常に手間のかかる作業である。それだけに用意周到な事前の計画、関係者で共

有しながらの視覚的作業管理と効率化等が要求される。C/P のインタビューからも、日本人

専門家の仕事の進め方や問題解決能力等が、非常に有用であったことが窺われる。ミバエ類

の殺虫技術という固有技術だけではなく、日本人の技術開発に対する考え方や作業手順等も

含めた、日本国独自の技術移転ができたと言える。 

 

４－３ 効率性 

(1) 投入のタイミング 

機材供与に関しては、日本国側における機材調達手続きと、現地での通関手続きに予想以上

に時間がかかった。その遅れも起因し、ベトナム国側による、機材稼動に必要な電源不足を解

決するための一次電源確保も遅れてしまった。特に、1 年次に予定していた環境制御室による

ミバエ類の飼育実験ができなくなり、2 年次以降のミバエ飼育のスケジュール変更を強いられ

ることになった。ベトナム国側 C/P と日本人専門家の努力によって、2 年次には 1 年次の遅れ

も挽回して、その後予定通り活動は進んでいるが、専門家の活動期間を見据えた適切なタイミ

ングでの機材投入が必要であった。 

(2) 専門家の投入 

短期派遣専門家はプロジェクト活動の立案・実施と技術移転、モニタリングのため、適切な

時期に派遣が行われた。さらに、C/P を対象とする質問票調査の結果でも、短期専門家は、植

物検疫処理に関する十分な専門知識と技術を備えており、成果を十分に発揮したと判断される。

特に、同じ日本人専門家が 3 年間にわたってシャトル形式で繰り返される派遣形式は、日本人

専門家と C/P との良好な信頼関係構築や円滑な研修実施、プロジェクト進捗のモニタリングに

貢献している。さらに、短期派遣専門家が事前に日本国内において、試験計画の作成や実際に

ドラゴンフルーツに関するミバエ類の殺虫・障害試験のシミュレーションを自発的に行なって

きたことは、現地で想定される問題の発見と効率的な解決のために、非常に有効であった。 

プロジェクト開始当初、長期専門家は 1年のみの派遣とされていたが、短期専門家不在期間
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中の円滑なプロジェクト運営のために、滞在期間を 3 年まで延長させたことが、C/P による計

画的な活動実施に貢献した。 

以上のことから、日本人専門家の投入は最大限に活用されたといえる。 

上記のとおり、C/P と日本人専門家の多大な努力により、プロジェクト活動は円滑に進めら

れているが、短い期間中にスケジュールで求められた活動に加え、合同調整委員会の準備等に

時間を割く必要もあり、深夜や休日に及ぶ活動を強いられる事態も発生し、プロジェクト関係

者に少なからぬ負担をかけたことは否めない。 

(3) C/P の投入 

C/P は、ホーチミン農林大学やカントー大学等で昆虫学や植物病理学等を専攻し、昆虫の飼

育や生態等についての基礎知識を有している。能力面から見た C/P の選定は適切であったとい

える。 

PEQC の組織力と C/P の高い能力と熱心さが、機材設置の遅延にもかかわらず、満足のいく

達成が得られた大きな要因であると思われる。なお、植物検疫第ニ支局（PQSD）は、プロジェ

クト開始当初 PEQC と同様実施機関として想定されていたが、その後、実質的に PEQC に権限

委譲がなされ、プロジェクトは PEQC により効率的に運営されている。 

短期専門家不在中における C/P が独自に行った、ミバエ類飼育と雨季における殺虫技術の実

践は、C/P にとっても習得した技術を復習する意味で、良い訓練になったと思われる。 

(4) 本邦集団研修との連携 

JICA 沖縄が実施している本邦研修（植物検疫 II（ミバエ類殺虫））の受講者が、その研修成

果を直接現地での実習に役立てることができる今回の技術移転の仕組みは、本邦研修と技術協

力プロジェクトとの連携の点で、非常に効果的であるといえる。 

(5) 日本国からの調達機材 

ミバエ類の飼育環境の確立や蒸熱処理装置の運転には、安定した電力供給が不可欠となるこ

とから、本プロジェクトにより投入された電圧安定化装置や発電機が大きな貢献をしている。

プロジェクトで投入された資機材は、C/P に有効に活用されている。維持管理の面では深刻な

問題は発生しておらず、維持管理状況は概ね良好である。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトにより、高い参加度やオーナーシップをもって従事した C/P が十分に技術を習 

得したことから、今後プロジェクトで開発されたマニュアルを活用して、独自に試験を実施して

いくことが十分期待される。 

また、プロジェクト評価を通じて、評価調査団は次のような正のインパクトを発見した。 

 

(1) ドラゴンフルーツの殺虫技術開発 

ドラゴンフルーツに対する蒸熱処理による殺虫技術開発は、ベトナム国側及び日本国側に

とっても始めての試みであった。本プロジェクトの成功は、将来の殺虫試験にとって多大な正

のインパクトを与えることが期待される。 

(2) 海外への輸出可能性 

本プロジェクトでは、その活動を通して収集されたデータや分析結果により、植物検疫に関

する技術開発試験報告書の作成も支援してきている。そのため、ベトナム国政府が本プロジェ
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クトで作成された技術開発試験報告書を使用して、輸入国に対してドラゴンフルーツの輸入解

禁要請を行い、輸入国側の検証手続きが終了することで、輸出が可能となることが期待される。 

さらに、世界的にも系統維持が困難なセグロモモミバエの飼育方法が確立されたことは、本

プロジェクトの大きな成果といえる。ベトナム国側 C/P にとっても、難易度が高いセグロモモ

ミバエの飼育実験を通して、飼育条件や熱耐性の態及び殺虫条件を探索する方法を理解したこ

とは、今後、植物検疫処理で他のミバエ類の技術開発をする上で、非常に役に立つと思われる。 

また、一部の輸入国では、セグロモモミバエが輸入解禁にとって必要な試験対象種となって

いることもあり、本プロジェクトで移転されたセグロモモミバエの飼育と殺虫・障害試験にか

かる技術は、これら輸入国への輸入解禁要請に関する試験データの作成にとっても有効である

と思われる。 

(3) ドラゴンフルーツ生産農家及び輸出業者への裨益 

ドラゴンフルーツ生産農家とその輸出業者は、PPD からの情報提供や研修によってドラゴン

フルーツにおけるミバエ類殺虫処理の条件を知ることができ、輸出にとって必要な措置を明ら

かにすることができる。また、彼らがドラゴンフルーツを外国に輸出することによって収入を

増大させるチャンスをもたらすことが期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

以下の 3 つの観点（政策・組織面、財政面、技術面）から、自立発展性は将来確保されると

期待される。 

 

(1) 政策・組織面 

政策的な自立発展性は確保されるものと判断される。MARD の開発戦略によれば、植物検

疫分野の近代化と人材育成は、ベトナム国の農産物輸出促進のための最優先課題となっている。

それは、WTO 加盟国であるベトナム国として、検疫害虫の蔓延と侵入を防止し公的防除の措

置を促進するように協調することが、義務付けられているからでもある。 

プロジェクトの期間中、PEQC の職員数は、2005 年 3 月から現在に至るまで、期間中の一名

の死亡による退職を除いては変化していない。これは、PPD のプロジェクトへの人材開発に関

する高い認識によるものであり、今後も同様の措置が期待される。 

 

(2) 財政面 

PEQC 所長からの聞き取り調査によると、2008 年度は国内での商業施設や PPD の関係機関

や大学、研究機関への技術移転費用として 5 億ベトナム・ドンの予算を獲得しているとのこと

である。 

将来、PEQC が、民間企業が現地で蒸熱処理施設設置を開始する際の審査料や、民間企業に

対する輸出にかかるコンサルタント料のような、他の収入源を確保する可能性もある。した

がって、財政面での自立発展性は極めて高いといえる。 

 

(3) 技術面 

C/P は前述したように、4 つのワーキング・グループが、日本人専門家の支援を受けて、自

主的にミバエ類の飼育や殺虫・障害試験方法確立のための試験を行ってきた。これらの開発活
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動は PEQC のデータとして蓄積されている。C/P の参加度やオーナーシップは非常に高く、今

後も自らそれらの試験を実施していくことが期待できる。 

 ベトナム国側 C/P は、プロジェクトにより供与された機材を使って知識の獲得や技術開発を

行っている。蒸熱処理や飼育用の機材の運転や維持管理には費用がかかるが、植物検疫処理技

術を確立し、そのデータを維持していくことの重要性を C/P は十分に理解しており、引き続き

適切な措置を行うことが期待される。 

 

４－６ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト目標達成に対し、3 つの成果を段階的に達成していくことで、効果的にプロ

ジェクト目標につなげる設計がなされていた。 

また、ラボラトリーマニュアルの作成は、プロジェクトの技術と機材の有効活用による C/P

機関の持続的な発展に大きく寄与しているといえる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

同じ日本人専門家が 3 年間にわたってシャトル形式で繰り返される派遣形式は、日本人専

門家と C/P との良好な関係構築や円滑な研修実施、プロジェクト進捗のモニタリングに大き

く貢献した。さらに、短期派遣専門家が事前に日本において、試験計画の作成や実際にドラ

ゴンフルーツにおけるミバエ類の殺虫・障害試験のシミュレーションを自発的に行なってき

たことは、現地で想定される問題の発見と効率的な解決のために、非常に有効であった。 

日本人専門家による努力もさることながら、C/P のプロジェクトへの積極的な参加や強い

オーナーシップが、効果的プロジェクトの運営に最も寄与しているといえる。 

 

４－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

C/P と日本人専門家の多大な努力によりプロジェクト活動は円滑に進められているが、毎年

4 カ月程度の短期専門家派遣中にスケジュールで求められた活動に加え、合同調整委員会の

準備等に時間を割く必要もあり、プロジェクト関係者は深夜や休日に及ぶ活動を強いられる

事態もあった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

日本国からの機材調達の遅れ等による初年度の活動の遅れは、その後のベトナム国側 C/P

及び日本人専門家の尽力により、2 年次にはその遅れを挽回し、以降予定通り活動が進めら

れたが、日越双方のプロジェクト従事者にとって更なる負担となったことは否めない。 
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第５章 提言・教訓 

 

５－１ 提言 

プロジェクトの自立発展性を確保するため、ベトナム国側の関係機関に以下の対策を提言す

る。 

・ミバエ飼育の環境を維持するのに必要な機材や、消耗品のための維持管理予算を、引き続き

確保すること。 

・継続的なミバエ飼育及び飼育技術の普及・移転のために、適切な人員配置を行うこと。 

・ベトナム国政府は、本プロジェクトで得られた分析データ及び資料を活用して、輸入解禁要

請文書を迅速にとりまとめ、輸入国に対して提出すること。 

・輸出解禁後の商業ベースの殺虫処理施設計画に際し、行政指導や技術指導をすること。 

・本プロジェクトで得られた飼育技術、殺虫試験技術を活かし、ベトナム国側が自己の予算に

より、他の果物にかかる殺虫技術開発に応用すること。 

 

５－２ 教訓 

・本プロジェクトでは、機材投入が遅れ初年度の短期専門家の活動に支障をきたした。プロジェ

クト活動をスケジュールにそって実施するために、投入を適切なタイミングで行う必要があ

る。 

・本プロジェクトでは、当初長期専門家は開始直後 1 年間の予定であったが、他方で技術的な

指導を行う専門家は短期ベースで派遣されたため、不在期間のプロジェクトの調整・運営補

助を行う必要があった。そのため、プロジェクト期間中に長期専門家の滞在を機動的に 3 年

間に延長したが、この決定によりプロジェクトの効果的な運営に寄与した。本プロジェクト

のように、技術的な指導を行う専門家が短期ベースで派遣される場合には、業務調整長期専

門家をプロジェクト期間中にわたり派遣することで、プロジェクトの効果的な運営を確保す

ることが望まれる。 

・短期専門家はシャトルベースでの派遣であったが、C/P との密接で継続的な関係を維持し、プ

ロジェクトや C/P への技術移転の状況をモニタリングすることができ、その結果、プロジェ

クトの有効かつ効率的な実施に貢献した。一方、期待した成果やプロジェクト目標を成功裏

に達成しているとはいえ、毎年 4 カ月程度の限られた派遣期間内でスケジュールに沿った多

くの活動を行う必要があった上、合同調整委員会等の準備作業を行う必要があったため、専

門家及び C/P に負荷がかかることもあった。専門家自身の派遣可能期間にもよるが、技術移

転活動だけでなく、C/P の状況や合同調整委員会等の準備作業も考慮して、派遣期間を設定す

ることが望ましい。 
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Summary of Evaluation Result 
1. Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Vietnam Project Title: Improvement of Plant Quarantine Treatment 

Techniques against Fruit Flies on Fresh Fruits 

Issue/ Sector: Agriculture Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: JICA Vietnam Office Total Cost: 2.8 hundred million yen 

Cooperation 

Period 

3 years from March 1, 2005 

to February 29, 2008 

Partner Country’s Implementation Organization: Post Entry 

Quarantine Center No. II (PEQC), Plant Protection 

Department, Ministry of Agriculture and Rural Development

Supporting Organization in Japan: Ministry of Agriculture, 

Forestry and Fisheries 

Other Supporting Organization: None 

1-1 Background of the Project 

In Vietnam, the volume of trading goods including agricultural products has been increasing while 

Vietnamese economy is accelerating integration into global economy after joining the WTO.  

Especially, tropical fruits including dragon fruit which are mainly cultivated in the southern area of 

Vietnam have drawn attention because of their potentiality for trade. When these tropical fruits become 

able to access to international market, it is inevitable to establish plant quarantine system in line with 

international standard so that it prevents expanding pest. However, such system has not been properly 

established in Vietnam, and it may hamper exporting tropical fruits in accordance with the international 

conditions.  

In order to solve above challenge, Vietnamese government has decided to enhance the capacity of plant 

quarantine system in line with international standard, and submitted requests for technical cooperation to 

Japanese government. 

Responding to above request, JICA’s three-year technical cooperation project which aims at enhancing 

capacity of disinfestations and at enabling dragon fruit which is planted in Vietnam to access to 

international market has been launched since March, 2005.  

 

1-2 Project Overview 

（1）Overall Goal:  

Vietnamese staff is capable of appropriately applying disinfestation method on general tropical fruits. 

（2）Project Purpose: 

Vietnamese staff is capable of applying disinfestation technique of fruit flies that complies with 

international standard to improve Vietnamese dragon fruit’s access to international market. 

（3）Outputs: 

1.  Rearing method for fruit flies in laboratory is established. 

2.  Method for vapor heat treatment (VHT) disinfestation and its condition are determined. 

3.  The system which stores examination data and analysis results is built and utilized by Vietnamese 

counterparts. 

付属資料 1
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（4）Inputs (as of December 2007): 

(Japanese Side) 

Placement of Experts: 6 experts (69.2 M/M) Provision of Equipment: JPY 105.03 million 

C/P training in Japan: 10 C/Ps (including JICA’s group training) 

Local Cost Support: JPY 2.24 million  

 

(Vietnamese Side) 

C/P allocation: 24 C/Ps                  Buildings and Facilities 

Local Budget: VND1,238 million (equivalent to US$77 thousand)  

 

2. Evaluation Team (Japanese side) 

Team 

Members 

-Leader: Hiroaki Nakagawa, Resident Representative, JICA Vietnam Office 

-Plant Quarantine Treatment Techniques: Takashi Misumi, Senior Researcher, Yokohama 

Plant Protection Station, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

-Evaluation Planning: Kensuke Tsuji, Deputy Resident Representative, JICA Vietnam Office 

-Evaluation Analysis: Kazumi Ueno, Consultant, Overseas Merchandise Inspection Co., Ltd.. 

Period 10 December – 21 December, 2007 Type of Evaluation: Final Evaluation 

3. Summary of Evaluation 

3-1 Result of Cooperation 

(1) Inputs and activities 

Although the project faced rescheduling of the plan due to delay of procurement of equipments, the project 

succeeded in catching up its delay in the second year. Inputs and activities are being made as scheduled 

toward termination of the project period. 

 

(2) Achievement of Output 

The achievement level of Output 1 is high enough. Optimum conditions including temperature, humidity, 

photoperiod and diet for proper rearing three targeted fruit flies (B. dorsalis, B. cucurbitae and B. 

correcta) have been identified and established. In addition, sufficient amount of fruit flies egg has been 

corrected by improving egging device to induce oviposition. As a result of above improvements, more 

than 6,000 adult flies has been reared successively.  

Regarding Output 2, the mortality tests such as hot water immersion tests, VHT tests, small-scale 

mortality tests, and large-scale mortality tests were successfully conducted, and the remaining replicates 

of large-scale mortality and large-scale fruit injury tests are expected to be conducted before the end of 

the Project. The disinfestation standard for dragon fruit infested with three species of fruit flies is likely to 

be determined at the end of the Project. 

The cause of water soak symptoms in dragon fruit of vapor heat treatment was identified as the physical 

impact from outside, and it is expected to confirm that there is no injury on condition of VHT by the 

result of large-scale injury test for avoiding injury occurrence in commercial base. 

The achievement level of Output 3 is fair to satisfactory. The examination data and analysis results have 
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been stored in the database by counterparts, and the methodology of collecting and storing examination 

data and analyzing results has been built in the laboratory manual which was prepared by the Project. 

Those data are about to be compiled to prepare the report on plant quarantine treatment, which is to be 

submitted to fruit import countries. 

 

(3) Achievement of Project Purpose 

It was found that the verifiable indicator of the Project Purpose, ‘80% of Vietnamese counterparts is 

capable of planning and implementing fruit flies disinfestations test on dragon fruit’ is achieved with 

following reasons. Therefore, the level of achievement of the Project Purpose is high enough. 

1. In the Project, fruit flies disinfestations test on dragon fruit has been conducted in accordance with 

the guideline of FAO which is said to be as an international standard. The counterparts basically 

understand and acquired necessary knowledge and skills of the requirements and developing 

procedures of disinfestations techniques of fruit flies which comply with international standard 

through technology transfer by Japanese experts. 

2. The achievement level of Project Purpose is satisfactory since all counterparts has acquired necessary 

knowledge and skills for disinfestations techniques of fruit flies, and which is confirmed by the 

interviews with counterparts, the results of the questionnaires and observing documents prepared by 

counterparts. 

3. Rearing fruit flies, mortality tests and fruit injury tests in the rainy season were successfully exercised 

by the counterparts themselves even when the Japanese short-term experts were absent, and which 

proves that their capability of disinfestations technique is high enough. 

 

(4) Achievement of Overall Goal 

The examination data and analysis results have been stored in the database, and the counterparts have 

acquire sufficient knowledge and skills for disinfestations technique through the activities of the project. 

Therefore, they are expected to continue further activities by themselves. 

 

3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The Project was found to be relevant to the policy of Vietnamese government, which is referred in “the 

5-Year Plan for the Agriculture and Rural Development Sector (2006-2010)” as well as Japan’ s ODA 

Policy, and Country Assistance Program of JICA. In addition, the capacity building in the field of plant 

quarantine is the most important issue to meet the requirements under the situation that Vietnam has 

become the WTO member in 2007. 

 

(2) Effectiveness 

All Outputs have contributed to realize the Project Purpose, and thus the Project has secured its 

effectiveness successfully. Rearing method for fruit flies in Environment-controlled chamber (Biotron) 
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was established (as Output 1), and using the fruit flies mentioned above, the method of VHT 

disinfestation and its conditions were determined (as Output 2). During the activities, all data were stored 

and analyzed for the compilation of the report of plant quarantine (Output 3), which is to be necessary 

information for protocol for lifting the import ban. 

 

(3) Efficiency 

Inputs and activities have successfully materialized expected outputs. However, some problems including 

time consuming procurement of equipment from Japan have caused the rescheduling of rearing fruit flies 

although the Project has made up the lost time through the efforts made by both Vietnamese counterparts 

and Japanese experts. As for short-term experts, they were dispatched timely to design, implement, 

transfer technology, and monitor the Project activities. Furthermore, they have been dispatched three 

times as shuttle bases, and it has contributed to developing good relationship between Japanese experts 

and counterparts, smooth implementation of training and monitoring of progress of the Project. Regarding 

long-term expert, the extension of a long-term expert from one year to three years has contributed to 

systematic and smooth implementation of Project activities by enabling close contact between Japanese 

short-term experts and counterparts. The enormous ability and diligence of the counterparts and the 

organization strength of PEQC made the Project fulfill the satisfactory level of achievement.  

 

(4) Impact 

Counterparts are expected to continue further disinfestations activities by utilizing their knowledge and 

skills for disinfestations technique which were transferred through the activities of the project.  

The Project has supported to develop report on plant quarantine by collecting data and analysis through 

activities of the Project. It is expected that Vietnamese dragon fruit could be exported to targeted import 

countries when Vietnamese government completes the protocol for lifting the importing ban to the 

countries. In addition, to establish the rearing method of B. correcta was a remarkable accomplishment 

since it had been considered difficult to rear successively in the world. It is expected that the success of 

establishing rearing method of B. correcta through the Project will also contribute to expand export 

dragon fruit to other countries, which ban B. correcta, in future. Dragon fruit growers and exporters will 

know the conditions of fruit flies disinfestation treatment by the information and training from PPD, and 

they will be expected to have chance to earn more money from exporting dragon fruit to foreign 

countries. 

 

(5) Sustainability 

It can be concluded that the sustainability is likely to be secured from the following three aspects: 

1. The institutional sustainability is likely to be secured. The modernization and capacity building of 

plant quarantine sector is the top priority for export promotion of agricultural commodities in 

Vietnam as a WTO member country. 

2. The sustainability from financial aspects is rather high. PEQC will have a half billion VND as 

Government budget in 2008 to transfer technology to commercial factories and other organizations. 
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In future, there will be possibilities that PEQC will have another income sources such as inspection 

and consultation fees for the commercial VHT facilities. 

3. The sustainability from technical aspects is very high. The counterparts formed four working groups 

such as rearing, disinfestation, reporting and supporting. They have carried out the project activities 

with supports from Japanese experts, and the results were perfectly compiled in the laboratory 

manual in PEQC. For this reason, they can utilize such technique by themselves in future. 

 

3-3 Promoting Factors 

(1) Factors related to Planning 

The Project was well designed with three outputs, which effectively lead to the achievement of the Project 

Purpose. Development of laboratory working manual can be good factor to ensure sustainability of the 

Project by utilizing techniques and equipment. 

 

(2) Factors related to Implementation Process 

The Japanese short-term experts were dispatched three times as shuttle bases, and it contributed to 

developing good relationship between Japanese experts and counterparts, smooth implementation of 

training and monitoring of the Project. In addition, simulation studies of disinfestation methods which 

was voluntary conducted by Japanese experts in Japan before dispatching have realized smooth 

implementation of project activities and technology transfer in spite of limited period. 

It is worth mentioning that the active participation and strong ownership from the counterparts are one of 

the major factors that contribute to the good progress of the Project. 

 

3-4 Hampering Factors 

(1) Factors related to planning 

Although the Project activities have been conducted smoothly by the extraordinary efforts of the 

counterparts and Japanese experts, they sometimes had to work until midnight or even in holiday for 

accomplishing not only scheduled activities but also documents preparation for JCC meeting in limited 

periods. 

 

 (2) Factors related to implementation process 

In the first year, the project faced rescheduling of the plan due to delay of procurement of equipments. 

Although the project succeeded in catching up its delay in the second year, such problem might have 

caused increased burden on both experts and counterparts. 

 

3-5 Conclusion 

According to the result of assessment of the Project based on the 5 Evaluation Criteria, the progress of the 

Project was generally smooth. Project objectives including each Output were expected to be achieved by 

the end of February 2008, and the Project could be completed as planned.  

Overall, it can be concluded that the counterparts comprehended the issues in plant quarantine techniques 
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through the Project, and has acquired fundamental technical knowledge and skills, which can be 

applicable to develop plant quarantine technique. In the future, in order to achieve the overall goal, the 

future efforts of the Vietnamese side are expected. 

 

3-6 Recommendations 

In order to ensure sustainability of the Project, it is recommended that Vietnamese relevant agencies take 

the following measures: 

- To continuously allocate necessary maintenance budget for equipment and its consumables for 

rearing fruit flies 

- To assign appropriate staff for successive rearing fruit flies with its training and extension system 

- To submit protocol for lifting the import ban timely, by utilizing the Outputs of the Project. 

- To prepare administrative and technical guideline so that commercial disinfestation facilities can 

be properly installed. 

- To apply the plant quarantine treatment techniques to other fruits through Vietnamese own 

resource, using rearing and disinfestation techniques, which has been acquired by the Project. 

 

3-7 Lessons Learned 

- In 1st year of the Project, the procurement delay of equipment disturbed the activities for short-term 

experts. Therefore, it is desirable to supply input timely in order to keep the schedule.  

- The long-term expert was scheduled for only one year at the beginning of the Project. But it was 

necessary to coordinate the project management in the absence of short-term technical experts. 

therefore the long-term expert stay was extended for three years. This extension caused the project 

management effectively. 

- The short-term experts who have been dispatched by shuttle basis have enabled to establish close 

and continuous relationship between counterparts and to monitor progress of the Project, and thus 

it has contributed to efficient and effective implementation of the Project. However, they had lots 

of scheduled technical activities and some report preparation works for JCC meeting within a 

limited period. These additional works sometimes overloaded the experts and counterparts. It is 

desirable to decide the appropriate dispatching period considering necessary period not only for 

technical transfer activities but also for other factors such as situation of counterparts, other 

workloads including document preparation works. 

 

 
 
 
 
 





ATTACHED DOCUMENT 

1. The Joint Evaluation Team, which was jointly organized by the Team and the 

Vietnamese Evaluation Team, presented the Report to the Joint Coordination 

Committee. 

2. The Joint Coordinating Committee accepted the Report, shown in the Attachment 1, 

presented by the Joint Evaluation Committee, and acknowledged to request relevant 

authorities to take necessary measures in order to meet recommendations raised by the 

Team. 
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PROJECT DESIGN MATRIX（PDM） 

プロジェクト名: ベトナム国 ミバエ殺虫技術向上計画   プロジェクト対象地域: ベトナム国ホーチミン市  

Target Group: ベトナム農業農村開発省 植物防疫局  第 2 隔離検疫センター（ホーチミン市） 

裨益者：農業農村開発省植物防疫局 プロジェクト期間: 3 年間 (2005 年 3 月～2008 年 2 月) 作成日: 20/Dec/2007  版：PDM-e  

プロジェクト要約 指標 指標入手手段 外部条件 

上位目標 

熱帯性果実類について、ミバエ類に対する植物検疫処理技

術が定着する。 

  

 

職員が独自に殺虫試験の立案・実施が出来る熱帯性果実の種類 

 

植物検疫処理試験

に係る試験データ

と報告書 

1.現在の農業政策が

変わらない 

2.生果実（ドラゴンフ

ルーツ）に係る海外

の市場へのアクセ

スが改善される  

プロジェクト目標 

ドラゴンフルーツの国際貿易への参加を可能とするため、

国際基準に合致したミバエ類に対する植物検疫処理技術

が定着する。 

 

 

ドラゴンフルーツについて、80％の職員が独自でミバエ類の殺虫試験の立

案･実施が出来る。 

 

植物検疫処理試験

に係る試験データ

と報告書 

 

1.プロジェクトC/Pの

ほとんどの職員が

異動にならない  

 

2.植物検疫強化に必

要な十分な資金が

確保される 

成 果  

1. 供試ミバエ類の実験室における飼育方法が確立される。

 

 

2. 供試ミバエ類の蒸熱処理による消毒方法が確立される。

 

 

 

3. 試験データ及び分析結果を蓄積するための情報管理シス

テムが、実施機関に構築される。 

 

1.1 供試ミバエ類が、成虫 6 千頭規模で累代飼育される。 

1.2 採卵器により採取された卵が安定供給される。 

 

2 蒸熱処理で 3 万頭以上の規模の試験を実施し、以下の 2 点が達成される。

2.1 最耐性種の最耐性ステージが完全殺虫される。 

2.2 ドラゴンフルーツに問題となる障害が出ない消毒基準（温度と処理時

間など）が確立される。 

 

3.1 試験データが、基礎試験・小規模試験・大規模試験毎に取りまとめら

れる。 

3.2 輸出対象国への「輸入解禁要請に関する試験データの報告書」の作成。

 

‐試験・研究記録

‐プロジェクトレ

ポート 

‐C/P の評価記録

 

 

1.植物検疫局の組織

改編が合意された

プロジェクトの概

念や手法に影響を

及ぼさない 
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活動 

1.1 供試ミバエ類の種を同定する。 

1.2 実験室において温度、湿度及び光周期が安定した飼

育環境を確立する。     

1.3 発育段階に応じた飼育方法を確立する。 

 

2.1 蒸熱処理（殺虫試験）の基準を確立する。 

2.2 蒸熱処理（果実障害試験）の基準を確立する。 

 

3.1 試験データを記録する。 

3.2 試験データを分析する。 

3.3 分析データを理論的にまとめる。 

 

投入 

ベトナム国側 
＜プロジェクトスタッフ＞プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー、C/P（数名）、

庶務関連スタッフ及びその他プロジェクト活動に必要な人員 
＜施設・建物＞プロジェクト活動に必要な日本人専門家執務室、施設の提供、機材導入に必要

な施設の提供及び施設工事 
＜管理運営費＞光熱費や国内通信など基本的プロジェクト運営費用 
 
日本国側 
＜専門家派遣＞ 
・長期専門家 1 名 （業務調整） 
・短期専門家 3 分野＊1 名＊年 3、4 カ月＊3 年 
（指導分野：ミバエ飼育・蒸熱処理消毒試験・果実障害試験） 

＜機材供与＞蒸熱処理機、大型冷蔵庫等必要に応じて 
＜本邦研修＞ 日本国における研修 7～9 名程度 
＜調査団派遣＞ 終了時評価：プロジェクト終了の半年前、その他必要に応じて派遣 

 

1.主なカウンタート 

の頻繁な異動が起

きない。 

2.試験用果実（ドラゴ

ンフルーツ）が着実

（一定量･品質）に

入手できる 

3.農業農村開発省が

プロジェクトの活

動計画を支持する 

 

前提条件 :  

1.プロジェクトの概

念が関係者間で共

有され、確実に理解

される 

2.プロジェクト対象

地域の治安状況が、

平静に保たれる 
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PROJECT DESIGN MATRIX  (PDM)  -evaluation 

Date: December 20, 2007 
Title of the Project  Improvement of Plant Quarantine Treatment Techniques against Fruit Flies on Fresh Fruits 
Term of Cooperation 3 years ( From March 2005 to February 2008 ) 
Project Site Post-Entry Plant Quarantine Center No. II (Ho Chi Minh City)  
Target Group Researchers of Post-Entry Plant Quarantine Center No. II (Ho Chi Minh City) 
 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verifications Important Assumptions 
Overall Goal 
Vietnamese staff is capable of appropriately applying 
disinfestation method on general tropical fruits. 

Vietnamese staff is capable of planning and implementing 
disinfestation test against fruit flies on tropical fruits  

Technical report and data on 
plant quarantine treatment 
technique  

1. The current agricultural policy does not 
change 

2. Access of fruit to foreign market is 
improved 

Project Purpose 
Vietnamese staff is capable of applying disinfestation 
technique of fruit flies that complies with international 
standard to improve Vietnamese dragon fruit’s access to 
international market. 

80% of Vietnamese counterparts is capable of planning 
and implementing fruit flies disinfestation test on dragon 
fruit 

Technical report and data 
on plant quarantine 
treatment technique 

1. The majority of project counterpart 
personnel does not change 

2. Necessary budget for improving 
quarantine is ensured 

Outputs 
1. Rearing method for fruit flies in laboratory is  

established 
 
 
 
 
2. Method for vapor heat treatment disinfestation and 

its condition are determined 
 
 
 
 
 
 
3. The system which stores examination data and 

analysis results is built and utilized by Vietnamese 
counterparts 

 
1.1 6000 adult flies in each species are reared in 

laboratory (by establishing proper rearing 
environment including temperature, humidity, 
photoperiod and diet) 

1.2  Fruit fly’s eggs collected with the egging device are 
provided stably for the mortality test 

2. In large-scale mortality and injury tests, the vapor 
heat treatment condition on which more than 30,000 
flies; 

2.1 Individuals of the most heat tolerant stage of the 
most tolerant species are killed 

2.2 Disinfestation standard (treatment duration, 
temperature…) not harmful to the fruit are 
established 

3.1  Test data are collected once every half a year 
3.2  Report on plant quarantine to be submitted to fruit 

import countries are compiled 

- Research study record  
- Project report 
- Evaluation record of the 

counterpart 
 
 
 
 
 
 

1. Changes in organization of Plant 
Protection Department does not affect 
the concept and motto of the Project 
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Activities 
1.1 To identify species of fruit flies reared in laboratory 
1.2 To establish rearing environment at constant 

temperature, humidity and daily light-dark period in 
laboratory 

1.3 To establish rearing method for all growing stages of 
fruit flies 

 
2.1 To determine vapor heat treatment condition 

(mortality test) 
2.2 To determine vapor heat treatment condition (fruit 

injury test) 
 
3.1 To continuously record examination data 
3.2 To analyze examination data 
3.3 To theoretically arrange analytical data 
 
 

Inputs 1. Counterpart personnel is not changed 
regularly 

2. Test fruit of certain quality and quantity 
is obtained 

3. Ministry of Agriculture and Rural 
Development maintains operation plan 
of the Project 

Vietnamese side 
1. Assignment of counterpart personnel and administrative personnel 

(1) Project Director 
(2) Project Manager 
(3) Counterpart personnel (full-time) 
(4) Administrative Personnel 
(5) Secretary and other necessary personnel  

2. Arrangement of land, building and facilities necessary for the Project 
3. Provision of running expenses of the Project 
 
Japanese side 
1. Dispatch of long term experts (Project Coordinator) 
2. Dispatch of short term experts (field x 1person x 3, 4-month dispatches a year x 3year) 

(field: fruit fly rearing/disinfestation method by VHT/fruit injury test) 
3. Provision of machinery and equipment: vapor heat treatment system, large constant 

temperature chamber, etc. 
4. Counterparts training in Japan (from 7 to 9 persons) 
5. Dispatch of Mission when necessity arises 
 

Pre-conditions 
1. The Project motto is acknowledged and 

shared by related parties 
2. Security in the Project area is ensured 
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民間企業等とのヒアリング記録 

本プロジェクトで得られたデータを基に、ベトナム国政府が輸入国にドラゴンフル

ーツの輸入解禁申請を行い、それが承認された後、植物検疫当局が認可した蒸熱処理

施設（民間施設）において適正に処理されたものが輸出可能となる。具体的には、ド

ラゴンフルーツが、輸出入の両国で取り決めた蒸熱処理条件で消毒されていること等

を、輸入国側とベトナム国側双方の検疫官立会いによる確認が必要となる。 

ドラゴンフルーツ解禁後、輸入国市場へのアクセスや食品としての安全性等が課題

であると考えられるため、調査団は、ベトナム国におけるドラゴンフルーツの生産、

収穫後処理や輸出の現状と課題、今後の対応等について、情報収集のためにドラゴン

フルーツを輸出している業界や企業から、ヒアリングを行った。 

 

１．ベトナム果実協会（Vietnam Fruit Association, Vinafruit） 

Vinafruit は、2001 年 3 月に設立された果実産業発展のための NGO である。熱帯

果実や野菜等の国内外の市場への販売・貿易促進のために、生産農家や輸出業者に

対して、生産や加工、流通等についての展示会やセミナー、スタディツアーを行っ

ている。 

ベトナム国はドラゴンフルーツを周年供給できるため、ヨーロッパやアジア周辺

国には既に輸出実績があり、ベトナム国南部の重要な換金作物である。中国、香港、

マレーシア国、台湾、タイ国、シンガポール国、ポーランド国、ドイツ国等が主な

輸出先となっているが、特にヨーロッパでは小型のものが好まれ、果肉のみをキュ

ーブ状にカットしてレストラン等で食されているとのこと。 

以前ベトナム国は日本国にドラゴンフルーツを輸出していたが、ミバエが見つか

ったため現在日本国に輸出ができない。日本国への輸入解禁がドラゴンフルーツ輸

出の最も大きな課題である。また、ドラゴンフルーツの安全な栽培のための適正農

業規範（Good Agricultural Practice: GAP）の小規模農家への導入や蒸熱処理施設建設

が検討されていることが判明した。 

また、日本国向け輸出においては、農作物の残留農薬規制等食品安全の課題もあ

るため、小規模農家の生産段階における肥料や農薬使用の管理、出荷時の検査体制

の強化なども重要となると述べており、協会として日本国内市場のためのスタディ

ツアー等も計画しているとのことであった。 

 

２．民間輸出業者 

一部の民間輸出業者は、将来のベトナム国からのドラゴンフルーツ輸出解禁を見

込んで、蒸熱処理施設についての調査を始めている。日本国内の市場等についても、

日本国の消費者や小売店等へのドラゴンフルーツの販売方法や販売形態等を検討

しているとのこと。 
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